予算要求資料
平成27年度当初予算　　　支出科目　款：警察費　項：警察活動費　目：刑事警察費
	事業名　新　子ども緊急通報装置撤去費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　警察本部　生活安全部　生活安全総務課　電話番号：058-271-2424（内3011）

　　　　　　　E-mail：c18879@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　 　　　　　　　　2,506千円（前年度予算額：－千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	2,506
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,506

	決定額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　  子ども緊急通報装置は、平成14年に警察庁事業として全国での設置が決

定され、岐阜県では平成15年３月から、瑞穂市立穂積小学校区に７基設置

して運用を開始した。同装置は、子ども等が緊急事態に通学路等に設置の通
報ボタンを押すと、赤色灯及び非常ベルが作動し、映像と通話が警察署に送
信される装置となっている。この装置にあっては、設置後10年を既に経過

し、経年劣化が著しく故障や誤作動、原因不明の通信異常等に対応するため、

維持経費がかさんでおり、また業者による修理も今後できない状況にある。

　加えて、幸いこれまで同装置が緊急通報として使用されたことは無く、ま

た「子ども110番の家」の浸透や地域住民による見守り活動が意欲的に行わ
れている現状からして、今回、同装置を撤去することとしたもの。
（２）事業内容

　　　「子ども緊急通報装置」一式の撤去工事の委託
（３）県負担・補助率の考え方

　　　子ども緊急通報装置の維持管理に関する一切の権利は国から県に移行しており、撤去に関する負担について県負担は妥当である。
（４）類似事業の有無
　　　無し
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	工事請負費
	2,506
	子ども緊急通報装置一式の撤去及び処分

	合計
	2,506
	


	　決定額の考え方　

 警察施設修繕費で対応することとします。



４　参考事項
（１）他県の状況
　　　47都道府県中、７府県（福島、埼玉、滋賀、京都、香川、福岡、鹿児島）
は既に子ども緊急通報装置を撤去している。
　　
（２）後年度の財政負担
　　　単年事業であることから、後年度の財政負担はない。
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか

平成27年度中に子ども緊急通報装置一式を全て撤去する。
　


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	子ども等に対する声かけ事案の推移
	（H  ）
	123件
（H24）
	139件
（H25）
	191件
（H26.9）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	子ども緊急通報装置撤去にかかる工事費用であり、指標を設定するのは困難である。


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	現在、子ども緊急通報装置は故障等により運用停止しており、停止のまま設置を続ければ、地域住民に誤解を与えるばかりか、老朽化に伴って機器の破損、落下等により通行人等に危険が及ぶおそれがあり、撤去の必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
　

	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

　

	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項

　　子ども緊急通報装置の補完措置として、防犯ボランティア活動による子ども見守り活動やパトロールの強化、「子ども１１０番の家」設置を促進し、住民の不安解消を図る。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

単年度事業である。



